報道関係者各位
05年度入学式「日の丸・君が代」不当処分不服審査請求にあたっての声明
　６月22日に副知事に就任した、横山洋吉名で出された東京都教育委員会（都教委）の異常な通達（10･23通達）に端を発する、卒業式、入学式、そして周年行事（創立記念行事）における「君が代」斉唱不起立・不伴奏等を理由とした大量懲戒処分の延べ人数は、現在311名に達しています。
　このような異常な大量処分が続く中で、教育の自由と人権を守るために、本日新たに７名の入学式被処分者（不起立６名・不伴奏１名）が、処分撤回を求めて東京都人事委員会へ不服審査請求を行いました。
　ところで４月26日、福岡地裁において「君が代」不起立に対する減給処分を取り消す命令が出されました。しかし、ここ東京では、処分の発令を止めないどころか、さらに重い停職処分まで発令し、加えて被処分者に対して「服務事故再発防止研修」および「専門研修」への参加を命令してきました（６月８日付発令）。
　この「研修」は、本質的にはＪＲ西日本の“日勤研修”と何ら変わるところのない懲罰研修、すなわち二重の「処分」に相当するものであることが、昨年度の強行実施によって明らかになっています。無意味な指示に「ひたすら従うこと」を求め、「報告書」という名の
反省文」の作成を強要する「研修」は、教育公務員特例法に記された「研修」とは全く異なる不法行為であり、精神的肉体的拷問に相当するものです。
　よって私たちは、来週中にも、今年度の不当な「研修」命令に対し執行停止を求めて、東京地方裁判所へ申立てを行う予定です。
　
　こうした情勢下、本日午後二時より東京都人事委員会審理室において、03年度周年行事被処分者による第二回口頭公開審理が行われます。今回は、「君が代起立斉唱」ほかの職務命令を発令した校長に対する証人尋問を行いますが、この尋問において、都立高校における都教委による「不当な支配」の実態がより一層明らかにされていきます。
　新たに教育長に就任した中村正彦氏（前危機管理監事）は「日の丸、君が代」の指導について「今まで通りと思っている。各教育委員と話し合っていきたいが、路線の継承も大切なことだと思う」などと述べています（６月23日付毎日新聞報道）。このコメントが、この問題の本質を再検討することもなく、単に前例に従って、横山式の権力的教育行政を踏襲することを意味するのであれば、強く抗議しなければなりません。
　
　私たちは、口頭公開審理や裁判の場を通じて、「日の丸・君が代」強制に象徴される、都教委の教育行政の異常な実態と問題点を白日の下にさらし、一部の人間たちが私物化している東京都の教育を、ふたたび都民の手に取り戻していく闘いを展開していきます。
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